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項目名

■ □ □

障害者総合支援法、

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香
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１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

家族等の負担軽減に寄与
している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害児及び家族の安全で
健康な生活に役立ってい
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

家族等の負担軽減に寄与
している。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

補装具の使用により生活
等の能率向上につながる。

0.09 人

162 161

156

期間 0.44 人 R3目標

3,594千円

146 150

①利用延べ人数
①利用延べ人数

3,408千円 臨時職員 0.09 人

①161

R2目標 R2実績

重要

R2年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため
訪問等により一人ひとりの障害状況を適
切に把握し、適切な支給決定を行った。

利用延べ人数は目標とほぼ同値であった。
1件当たりの単価増により増額補正を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

障害児が補装具を使用し、身体の機能を
補い、日常生活を営めるよう、適切な給付
に努めていく。

R1実績

非常勤
特別職

R1目標
身体障害児補装具
費支給事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

身体機能を補う補装具費やその修
理費用を助成することにより、安定
した日常生活や社会参加が図れて
おり、必要な制度であると考える。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

障害者総合支援法 33,963千円

根拠法令

H12～

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,025千円 24,398千円

R2正規職員
人件費

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

18歳未満の身体障害児を対象に、補装具（身体機能
を補完・代替する車いすなど）の購入・修理費用を補
助することで、将来、社会人として独立自活するため
の素地を育成・助長する。

0.41 人

R2正規職員
人件費

0.09 人

期間 0.50 人 R3目標

H26～ 4,084千円

①296

②89

R2目標 R2実績
18歳未満の障害児が地域で自立した日常生活を営
めるよう、主に次の事業を行う。
・日常生活用具給付等事業
　入浴補助用具等の購入費の助成
・移動支援事業
　屋外での移動が困難な人への外出支援を実施した
事業所への補助金の支給

0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 228 181

会年職員 0.09 人

R2その他職員
従事割合

240

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標 R1実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16,444千円
各事業の利用延べ人数

①日常生活用具給付事業

②移動支援事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

おむつ等の日常生活用具の購入
費助成や、社会生活上必要不可欠
な外出支援の実施により、障害児
の日常生活や社会参加の支援に
繋がっており、必要な制度であると
考える。

利用延べ人数
②移動支援事業

R2目標値が未達成の理由・分析

89

204

R2年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため
手帳交付や相談時における周知等に加え
て、こども福祉ガイドを活用するなど、わか
りやすい制度説明を行うことに努め、市
ホームページへの掲載等、幅広い情報提
供を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

新型コロナウイルス感染症拡大防止により、外
出の機会が減少したため。

障害児地域生活支
援事業

根拠法令 R2予算現額

4,073千円

R1決算額

R2決算額（見込み）

障害者総合支援法、重度障害者等日常生活用具費
支給事業実施要綱ほか

15,640千円 8,832千円

重要

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

B

28,544千円 21,748千円

①利用延べ人数

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1実績

R2予算現額

3,912

24,324千円

R2年度に改善した点

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症拡大防止により外出
自体の自粛が見受けられ、日中一時支援や短
期入所の事業所を利用する機会が減少したも
のと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため
一昨年度にショートステイ促進事業の助
成対象者拡大を実施しており、今年度に
おいても在宅の障害児の介護者等の負担
軽減を図ることができた。

2,505

R1目標

14,752千円

事業の目的及び具体的な内容

重症心身障害児の受け入れも行っ
ており、在宅の障害児の介護者等
の負担軽減が図れているため、必
要な体制であると考える。

①2,505
R3目標

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

3,768

R2その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務

①利用延べ人数
①利用延べ人数

R1目標

R1決算額R1予算現額

0.45 人

今後も、家族等の精神的及び身体的負担
の軽減を図るために、適切なサービスの
提供に努める。

R2実績18歳未満の障害児の家族等の精神的及び身体的負
担軽減を図るために、障害児を一時的に預かる日中
一時支援事業を実施した事業所と、超重症心身障害
児のショートステイ利用を促進するショートステイ促進
事業を実施した事業所に対して補助金を交付する。

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,536 3,518

3,491千円 臨時職員

会年職員 0.09 人

0.09 人

3,676千円

レスパイトケア事業

根拠法令 R2決算額（見込み）

H27～

所沢市障害児の家族に対するレスパイトケア事業実
施要綱、日中一時支援事業実施要綱

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

重要 法定受託＋附加

H18～

期間

18歳未満の障害児の日常生活を支援し、その家族の
介護負担を軽減するため、居宅での身辺の介護、外
出の支援、短期入所のサービスを提供した場合に、
事業所に対して介護給付費を支給する。

障害者総合支援法

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、利
用の自粛が見受けられた。

49,954千円

R3目標

660

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

R2目標値が未達成の理由・分析R1実績

サービスの利用状況を把握するため

B

3,740千円

R2予算現額

目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

540 6730.45 人

①558

R2目標

指標名

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

44,928千円

会年職
員

居宅介護・短期入所の総支給決定人数自
体は増加した。しかしながら、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止のため、実際の
利用に至らなかったものと考える。

どのように貢献したか

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

660 558

R2実績

居宅介護・短期入所等のサービス
により、家族等の介護負担軽減が
図れており、必要な制度であると考
える。

R2年度に改善した点

１１．住み続
けられるまち

づくりを

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

期間 0.45 人

介護給付費事業
（障害児）

3,676千円

39,394千円

臨時職員 0.09 人

0.00 人

30,373千円

0.09 人

10,528千円

臨時職員

R1決算額

33,889千円

0.00 人

R2その他職員
従事割合

会年職員
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現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

R2正規職員
人件費

根拠法令

H25～

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

多くの児童が療育を受けら
れるようになった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

より多くの児童に利用して
もらえるよう、柔軟な受け
入れ体制としている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

補聴器の使用により生活
等の能率向上につながる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

周知に努める。
R3目標期間 0.28 人

18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない軽
度・中等度の難聴児を対象に、補聴器の購入費用を
助成することで、言語の習得、教育等における健全な
発達を支援する。

0.29 人
非常勤
特別職

2,287千円 9

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,410千円 臨時職員 0.00 人

①3

R2目標 R2実績

軽度・中等度の難聴児へ補聴器の
購入費用を助成することにより、言
語の習得や教育等による健全な発
達を支援し、児童の福祉の増進を
図れており、必要な制度であると考
える。

R2目標値が未達成の理由・分析

令和2年度は申請件数が少なかったため。
年度により申請件数にバラつきがある。

会年職員

0.00 人 9 12

9 3
R2その他職員
従事割合

指標名

法定受託＋附加 880千円 848千円

R2予算現額

所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱

重要

892千円 222千円

R2年度に改善した点

①助成件数
①助成件数 サービスの利用状況を把握するため

購入対象者に対しては、こども福祉ガイド
を活用するなど、わかりやすい制度説明を
行うことに努め、市ホームページへの掲載
等の幅広い情報提供を行った。

R1目標 R1実績

目標設定の考え方・根拠

B
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

難聴児補聴器購入
費助成事業

自治事務 法定受託事務

76,894千円

児童発達支援センターとして機能を発揮
できるよう事業を推進しているが、更なる
専門性の向上及び地域支援の充実が求
められている。
今後も職員の育成に努め、支援の充実を
図っていく。

期間 14.77 人
非常勤
特別職

1.00 人

S46～

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に営
めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能の付
与、集団生活への適応訓練等を行い、発達・成長を
支援する。また、地域の障害児やその家族への相
談、地域の支援者への援助・助言等を行う地域支援
事業を実施する。

15.77 人
松原学園運営事業

根拠法令

支援体制を整備し、受け入れ人数は増えている
が、希望する通園日数での受け入れが出来な
かったため。

100.0% 97.2%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

131,080千円 臨時職員 13.00 人
①5,600日

②39人

③60件

R2目標 R2実績

100.0% 93.6%

120,641千円 100.0%会年職員 15.00 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則 58,979千円 52,012千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R2年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,993千円

R1決算額 指標名

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努
めながら施設運営を実施した。

R1予算現額

Ａ

通所支援については、保護者から
概ね満足をいただいており、地域
支援についても相談件数が増える
など、一定の効果が得られたと考
える。
今後も保護者からの意見や要望を
伺いながら、継続して支援の向上
に努めていく。

48,722千円
①利用延べ日数

②在籍人数（年度末時点）

③発達相談件数

施設利用満足度
保護者アンケートの施設利用満足度を指標とす
る。
目標は100％とする。

R1その他職員
従事割合

R1目標

R3目標

R1実績

R1決算額

目標設定の考え方・根拠

R2目標値が未達成の理由・分析

指標名

松原
学園

実施計画ランク 事業の種別

一
般

①4,325

②5,103

③830

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

こど
も福
祉課

期間 0.61 人
非常勤
特別職

2.00 人 R3目標

H28～ 4,982千円

こども支援センター
運営事業（発達支
援）

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例

事業の目的及び具体的な内容
R1その他職員
従事割合

発達障害に関する早期からの支援によって子どもた
ちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未満を対象に
した相談支援、未就学児を対象にした児童福祉法の
通所支援、地域の関係機関や市民を対象に研修・啓
発等をする地域支援を行う。

0.81 人
非常勤
特別職

指標名 目標設定の考え方・根拠

S

発達障害または、その心配のある
子どもを対象に、専門職による相
談支援、地域支援、障害児通所支
援を柱とした取り組みを行った。
個々の特性に応じた支援を行うとと
もに、保護者への支援も一体的に
行っており、一定の効果が得られ
たと考える。
利用者アンケートでは、93.5％の保
護者から「満足している」と回答が
あった。

R2年度に改善した点

今後も相談支援や地域支援の充実を図る
とともに、地域の中核的な発達支援セン
ターとしての役割に努めていく。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努
めながら施設運営を実施した。相談事業
においては外出自体の自粛が見受けられ
ることから、電話相談に注力するなどして
昨年度とほぼ同様の件数を保ち、地域福
祉の役に立つことに尽力した。R1目標

3,925

4,325

142,924千円 142,574千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R2実績

①相談件数

②通所支援利用延べ人数

③地域支援延べ人数

2.00 人

6,733千円 臨時職員

①相談件数

4,411

目標達成済み3,970

R2目標

保護者からの相談状況を把握するため

4,015

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 142,919千円

R1正規職員
人件費

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

Ａ

障害児の日常生活における基本的
な動作の指導、知識機能の付与、
集団生活への適応訓練などによ
り、子どもの発達・成長が見られ、
一定の成果があったと考える。ま
た、令和4年度以降の施設運営に
ついて協議を進めている。

R2年度に改善した点

74,547千円

①利用延べ人数

②在籍人数（年度末）

②在籍人数（年度末） サービスの利用状況を把握するため
新型コロナウイルス感染症拡大防止に努
めながら、厚生労働省から示された児童
発達支援ガイドラインに基づいて、家族支
援や移行支援に積極的に取り組む姿勢が
みられた。R1その他職員

従事割合かしの木学園運営
事業

根拠法令 R2予算現額 R2決算額（見込み） ４．質の高い
教育をみん

なに児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例 76,844千円 75,613千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析 １１．住み続
けられるまち

づくりを

新型コロナウイルス感染症拡大防止により、特
に重度障害を抱える児童の通所自粛が見受け
られた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

児童発達支援事業所は増加傾向にあるな
か、今後は市立施設として利用者のニー
ズに応じたサービスを提供し、地域交流な
ど特色ある施設運営に努めていく。

どのように貢献したか

50 53

3,740千円 臨時職員 0.00 人

①2,967

②47

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

50 47

多くの児童が療育を受けら
れるようになった。

50

期間 0.40 人 R3目標

H15～ 3,267千円

就学前の障害児（主に身体障害）が日常生活や社会
生活を円滑に営めるよう、日常生活の基本的動作や
知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行い、
発達・成長を支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運営で
あり、卒園・他園へ移行した児童の保護者交流会等
自主事業も行う。

0.45 人

R1決算額

142,449千円

0.00 人

0.00 人

R2決算額（見込み）

0.00 人

非常勤
特別職

会年職員

非常勤
特別職

1.00 人

0.00 人

R1決算額

会年職員



第２章　子どもが大切にされるまち  第２節　子ども福祉

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

どのように貢献したか

相談、支援の中で子どもの
福祉向上に努めた。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

支援者への啓発により、障
害児の生活環境等の改善
に貢献した。

どのように貢献したか

障害児の安全で健やかな
生活に貢献した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

家族ごとのニーズに応じた
適切なサービスの利用に
繋げた。

４．質の高い
教育をみん

なに

期間 0.60 人 R3目標

H24～ 4,901千円

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所支
援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障害児の
抱える課題の解決や適切なサービスの利用に向け
て、利用計画（案）の作成や、モニタリング、計画の見
直しなどきめ細かい支援を行った場合に、障害児相
談支援給付費を支給する。

0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.09 人

①2,141

R2目標 R2実績

R2その他職員
従事割合

1,350 2,141

1,472

児童福祉法 21,404千円 20,386千円

1,280 1,129

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,405千円 18,548千円

S

相談支援事業所による利用計画の
作成等の支援により、課題の解決
や適切なサービスの利用に繋がっ
ており、必要な制度であると考え
る。

R2年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 所沢市自立支援協議会（相談支援部会）
との連携により、新規事業所（２ヶ所）が開
所となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談支援専門員の一人当たりの受け持ち
件数が増加傾向にあり、相談支援事業所
の新規の受け入れが困難な状況にある。
これを解消するために、所沢市自立支援
協議会（相談支援部会）と連携し、更なる
新規事業所の開拓及び相談支援専門員
の確保に努める。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

R1決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①利用延べ人数
①利用延べ人数R2決算額（見込み）

R1実績こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

障害児相談支援事
業

根拠法令 R2予算現額

4,738千円

利用を希望する支給決定者数自体は増加した
が、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、実際の利用は自粛することが見受けられ
た。

113,904

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.09 人

①110,902

R2目標 R2実績 グレーゾーンを含む障害児の利用者は増
加傾向にある。通所支援事業所に対し、
事業実施に関する研修会や連絡会を開催
していくとともに、教育と福祉の連携をはじ
めとして、様々な支援者が連携を進めるこ
とで利用者への支援の質の向上に努めて
いく。

113,550

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

110,902

119,394

10,722千円

1.36 人

1.29 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員

121,008

11,108千円

R2年度に改善した点

①利用延べ日数 サービスの利用状況を把握するため

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止に努めながら、サービス利用申請に対
して電話による手続きを取り入れる等の対
応策を講じた。市内通所支援事務所を訪
問し、感染対策と療育の両立について聞
き取り調査を実施して結果を共有した。R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

保護者の申請に基づき、面談等に
より障害児への個々の支援の必要
性を把握して支給決定を行ってお
り、今後も継続して行う必要があ
る。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,087,631千円

①利用延日数
R2予算現額

R1予算現額

1,104,102千円

R1決算額

障害児通所支援事
業

根拠法令 R2決算額（見込み）

児童福祉法 1,130,254千円 1,106,507千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H24～

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等を
行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の障害児
が放課後等に集団生活訓練等を行う放課後等デイ
サービスを受けた場合等に、通所支援事業所に対し
て障害児通所給付費を支給する。

期間 0.29 人 R3目標

H24～ 2,369千円

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、障害
児を養育する保護者や保育士等の支援者を対象にし
た学習講座を行う。

0.27 人
非常勤
特別職

講座等に参加する保護者や保育士等の
支援者に発達障害等に関する理解を深め
てもらい、また情報共有の場となるような
講座開催に努めていく。

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2

R2目標値が未達成の理由・分析

R2目標

会年職員 0.01 人

C

R1決算額 R2年度に改善した点

①講座等の開催回数

②講座等の参加延べ人数

①講座等の開催回数
開催回数を増やすことで希望者が参加しやすく
なるため

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、保護者向け講座等の開催ができな
かった。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、保
護者向け講座等の開催ができなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み3 3

新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、支援者向けの講座等は
実施したものの、保護者向けの講
座等の開催はできなかった。
しかしながら、例年、障害への理解
や情報共有が図れることから保護
者向け講座等の継続開催について
の要望がなされており、今後実施し
ていきたいと考えている。

目標設定の考え方・根拠

3 2

2,244千円 臨時職員

①2

②26

241千円 0千円

R1目標 R1実績

根拠法令 R2予算現額

法定受託＋附加 241千円

R1予算現額

発達障害児等子育
て応援事業

自治事務重要 法定受託事務

指標名

R2決算額（見込み）

R2実績

児童家庭相談事業

根拠法令 R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

2.28 人
非常勤
特別職

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子どもや
家庭に対して効果的な支援を行うことで、子どもの福
祉の充実を図るとともにその権利を擁護する。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

18,951千円

期間 1.63 人

S44～ 13,314千円

一
般

R1予算現額

重要 自治事務 13,806千円 13,026千円

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため緊
急事態宣言が発令され、休校や外出自粛の期
間があり、関係機関からの相談件数が少なかっ
たため、前年度より相談件数が減少した。

1,350件 1,580件

0.00 人臨時職員

1,600件

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

R2目標値が未達成の理由・分析

相談件数は前年度よりも減少して
いるが、市民及び関係機関からの
相談について、丁寧に対応し関係
機関につないでいる。引き続き、丁
寧な相談対応に努め、関係機関と
連携を図り、相談者や子どもに効
果的な支援を提供していく。

R2年度に改善した点

児童虐待及び児童家庭相談の相談等の
内容を効率的に記録し、継続的に管理し
ていくため児童相談システムを導入した。

相談に繋がるよう、相談窓口の周知を図
るとともに関係機関と連携強化を図る。

1,600件

Ｂ

R3目標

R1目標 R1実績

R1決算額 指標名

①878件

②248件

③177件

R2実績

1,303件

5.00 人

5.50 人

目標設定の考え方・根拠

R2決算額（見込み）

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 20,276千円 17,632千円

①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成・障害）

③相談件数（非行・その他）

相談件数
子どもに関する様々な相談に対応していく事業
であるため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加

123千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

発達障害者支援法、障害者基本法

会年職員

会年職員

0.09 人

0.09 人会年職員

0.00 人

0.01 人
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現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

会年職員 1.95 人

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

ひとり親家庭等の資格取
得を支援し、生活状況の改
善を図った。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

相談、支援の中で子どもの
福祉向上に努めた。

H12～ 16,989千円

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子どもに
迅速的確に対応するために、関係機関と連携しなが
ら適切な支援を実施する。

3.86 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

32,084千円 臨時職員 0.00 人
①1,175人

②3世帯

③38回
100.0%

Ａ

2.08 人

2,297千円 ①児童の所属からの定期的情
報提供

②養育支援訪問実施世帯数

③個別ケース検討会議開催件
数 R1実績

R3目標

100.0%

R2目標

非常勤
特別職

1.00 人 100.0%

会年職員 1.00 人

R2年度に改善した点

虐待通告を受けた対象児童の安全確認
児童虐待通告を受けた際は、児童の安全確認
が最優先であるため、安全確認の実績を指標と
し、目標値は100％とした。

児童虐待及び児童家庭相談の相談等の
内容を効率的に記録し、継続的に管理し
ていくため児童相談システムを導入した。

R1目標

100.0%

目標達成済

R2実績

引き続き事業周知を図り、適切な対応に
努める。

児童虐待防止対策
事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠指標名

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

6,215千円

事業の目的及び具体的な内容

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

虐待通告（19件）を受けた児童すべ
て安全確認できており、児童虐待
の早期防止を図れたものと考えて
いる。今後も関係機関や市民に児
童虐待の通告・情報提供を周知
し、虐待防止に努める。

R2予算現額 R2決算額（見込み）

児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律 6,580千円

R2目標値が未達成の理由・分析

自治事務

R1決算額

100.0%

2,981千円

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

　　　H15～ 4,002千円 100.0%

①447件

②11,606千円

③78千円

R2目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

0.49 人 R3目標

R2目標値が未達成の理由・分析

目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるとともに、そ
の自立を支援する。
内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の相談を
受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援を
行っている。

0.54 人
非常勤
特別職

2.10 人 100.0%

4,488千円 臨時職員

100.0%

100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談の傾向として、ＤＶや生活苦、疾病や
法律に絡む問題など、複雑な生活相談
（離婚前相談を含む）が増加している。今
後も、研修等へ積極的に参加することによ
り、相談者への理解を深め、自立に向け
た支援を行っていく。

R2実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,546千円

0.00 人

R2年度に改善した点

①相談件数

②高等職業訓練促進給付金等
支給額

③自立支援教育訓練給付金支
給額

高等職業訓練受給資格者
受給終了後の就職率
（就職者＋進学者）÷資格取得者×100

資格の取得により、より条件の良い職に就くこ
と、また長期間その資格を活かした職に就くこと
を目指す。

高等職業訓練促進給付金や通勤定期乗
車券の割引制度のチラシ等を制度内容が
よりわかりやすく伝わるよう改善した。

18,962千円

R1決算額 指標名

R2決算額（見込み）

R1実績
Ａ

成果指標の目標値は達成できてい
る。修業後に就いた職に継続して
勤めているか、長期に渡る後追い
調査をするなど、今後もよりきめ細
かな支援を続けていく。

母子及び父子並びに寡婦福祉法 25,971千円 16,998千円

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

目標設定の考え方・根拠

ひとり親家庭等自
立支援事業

根拠法令 R2予算現額

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

期間


